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大田原市教育支援センター設置条例 

（設置） 

第１条 幼児、児童及び生徒に関する教育相談並びに教育的支援その他の事業を行うため、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第３０条の規

定に基づき、大田原市教育支援センター（以下「支援センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 大田原市教育支援センター 

位置 大田原市美原１丁目１７番１４号 

（事業） 

第３条 支援センターは、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 教育相談に関すること。 

⑵ 教育的支援に関すること。 

⑶ 教育的支援に係る学校及び関係機関との連絡調整に関すること。 

⑷ 教育関係情報の収集及び提供に関すること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、大田原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が必要と認める事業 

（職員） 

第４条 支援センターに、所長、教育支援相談員その他必要な職員を置く。 

２ 所長及び教育支援相談員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３

項第３号に定める非常勤の特別職とする。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（大田原市少年指導センター条例の一部改正） 

２ 大田原市少年指導センター条例（昭和４９年条例第２３号）の一部を次のように改正

する。 

第３条を次のように改める。 

（職員） 

第３条 指導センターに、所長、少年指導員及び少年指導相談員を置く。 

２ 前項の職員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号に

定める非常勤の特別職とする。 

第４条を削る。 

第５条の見出しを「（委任）」に改め、同条を第４条とする。 


